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＜参考＞ 
 

１．国際勧告との関連 

本標準は、国際電気通信連合電気通信標準化部門（ＩＴＵ－Ｔ）勧告Ｙ．１５４１ "Network performance 

objectives for IP-Based services"(May, 2002)に準拠し、それに基づき作成されている。 

 

２．上記国際勧告などに対する追加項目等 

2.1 オプション項目 

 国際勧告のオプション項目に対する選択に関し、該当する項目はない。 

 

2.2 ナショナルマター項目 

 国際標準にあり国内標準として決定を委ねられている項目はない。 

 

2.3 上記国際勧告を変更した項目 

 特になし。 

 

2.4 その他 

 特になし。 

 

３．改版の履歴 

改版 発行日 改版内容 

第１版 ２００２年 ５月３０ 制定 

第２版 ２００２年１１月２８日 
規定範囲の明確化 

E-Modelの記述に関する改訂 

 
４．工業所有権   

 本標準に関わる「工業所有権等の実施の権利に係る確認書」の提出状況は、ＴＴＣホームページでご覧にな

れます。 

 

５．その他 

ＪＴ－Ｙ１５４１が参照している勧告・標準等 

 

ＴＴＣ標準： 

ＪＴ－Ｙ１５４０、ＪＴ－Ｉ３５６、ＪＴ－Ｇ７１１ 

 

ＩＴＵ－Ｔ勧告： 

Ｇ．１１４、Ｇ．１０９、Ｇ．８２６、Ｉ．１１３、Ｉ．３５０、Ｙ．１２３１、Ｅ．６５１、 

Ｅ．７３６、Ｇ．１７７、Ｘ．１４６、Ｙ．１２２１、Ｐ．９１１ 

 

 ＩＥＴＦ ＲＦＣ： 

 ＲＦＣ７６８、ＲＦＣ７９１、ＲＦＣ７９２、ＲＦＣ７９３、ＲＦＣ９１９、ＲＦＣ９２２、 

 ＲＦＣ９５０、ＲＦＣ９５９、ＲＦＣ１３０５、ＲＦＣ１７８６、ＲＦＣ１８１２、ＲＦＣ２０１８、 
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 ＲＦＣ２３３０、ＲＦＣ２４７４、ＲＦＣ２４７５、ＲＦＣ２５９７、ＲＦＣ２５９８、 

 ＲＦＣ２６７９、ＲＦＣ２６８０、ＲＦＣ２６８１、ＲＦＣ３０８６ 

 

６．標準作成部門 

 第二部門委員会 第五専門委員会 
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１．適用範囲 
 本標準は、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｙ１５４０で定義された各性能パラメータに対して国際間で達成されるべきＩ

Ｐ性能値を規定する。そのいくつかの値は、エンドユーザおよびネットワークプロバイダが合意したネットワ

ークサービス品質（ＱｏＳ）クラスに依存する。本標準は６つの異なるネットワークＱｏＳクラスを定義する。

本標準は、国際ＩＰネットワークのエンド･エンドパスに適用される。ここで定義されるネットワークＱｏＳ

クラスはエンドユーザとネットワークサービスプロバイダ間、およびサービスプロバイダ間の合意の基準とな

ることを想定している。これらのＱｏＳクラスは、ＱｏＳ規定プロトコルによって実現される動的な要求が静

的な合意にとって代わった場合でも、引き続いて用いられるべきである。 

ここで定義されるＱｏＳクラスのいくつかは、リアルタイム電話、マルチメディア会議、およびインタラク

ティブなデータ転送を含む、幅広いアプリケーションをサポートする。これらのアプリケーションの性能に対

する要求は大抵のアプリケーションに対する要求より強いが、新しいあるいは改訂したクラスを要求する他の

アプリケーションが存在するかもしれない。新しいクラスに対する要求は、実装の容易さに対する要求と釣り

合いがとれる必要があり、クラス数はグローバルなネットワークにおいても実装できるように、小さくすべき

である。 

ＱｏＳの目標値は、アクセスリンクの速度がＴ１あるいはＥ１以上のとき適用可能である。 

本標準は、ユーザオリエンテッドなＱｏＳのカテゴリをサポートするために必要な、ネットワークＱｏＳク

ラスを提供する。従って、本標準はＩＴＵ－Ｔ勧告Ｇ．１０００の通信サービスのＱｏＳを規定するための一

般的なフレームワーク、および、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｇ．１０１０で与えられるユーザアプリケーションをサポー

トするために必要なエンドユーザのマルチメディアＱｏＳのカテゴリと整合がとれている。 

注１－本標準は、ＩＰｖ４を用いて提供されるＩＰサービスの特性を示すために使用可能な、ＴＴＣ標準Ｊ

Ｔ－Ｙ１５４０で定義されたパラメータを用いる。他のプロトコル（ＩＰｖ６など）への適用可能性、あるい

は拡張性は今後の検討課題である。 

 

２．参照 
 以下のＴＴＣ標準とその他の参考文献は、本標準で参照されることにより本標準の規定を構成する。全ての

参考文献は改訂されうる。そのため、本標準の利用者は、以下に示した参考文献の最新版を参照すべきである。 

 現在の有効なＴＴＣ標準およびＩＴＵ－Ｔ勧告のリストは正式に発行されている。 

[1] ＩＴＵ－Ｔ勧告 G．１１４, One-way transmission time. 

[2] ＩＴＵ－Ｔ勧告 G．１０９, Definition of categories of speech transmission quality.. 

[3] ＩＴＵ－Ｔ勧告 G．８２６, Error performance parameters and objectives for international, constant bit rate 

digital paths at or above the primary rate. 

[4] ＩＴＵ－Ｔ勧告 I．１１３, Vocabulary of terms for broadband aspects of ISDN.  

[5] ＩＴＵ－Ｔ勧告 I．３５０, General aspects of quality of service and network performance in digital networks, 

including ISDNs. 

[6] ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｙ１５４０ インターネットプロトコルデータ通信サービス－ＩＰパケット転送

性能と可用性パラメータ 

[7] ＲＦＣ ７９１ (STD-5) - Internet Protocol (IP), DARPA Internet program protocol specification, September 

1981. 

[8] ＩＴＵ－Ｔ勧告 Y．１２３１, Internet protocol aspects – Architecture, access, network capabilities and 

resource management, IP Access Network Architecture, 2001. 

[9] ＩＴＵ－Ｔ勧告 E．６５１, Reference Connections for Traffic Engineering of IP Access Networks,  
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[10] ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｇ．１０００, Communications Quality of Service: A Framework and Definitions, Dakar, 

2001 

[11] ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｇ．１０１０, End-user multimedia QoS categories, Dakar, 2001 

[12] ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｙ．１２２１, Traffic Control and Congestion in IP-based Networks, 2002 

[13] ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｇ．１０７, The E-Model, a computational model for use in transmission planning 

[14] ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｇ．１０８, Application of the E-model: A planning guide 

[15] Implementers’ Guides No.1 and No.2 for Recommendation G.114 

 

３．略号 
本標準では以下の略号が使用される。 

ＡＴＭ asynchronous transfer mode 非同期転送モード 

ＡＦ assured forwarding 保証型フォワーディング 

ＣＢＲ constant bit rate 固定ビットレート 

ＣＤＶ cell delay variation セル遅延変動 

ＣＥＲ cell error ratio セルエラー率 

ＣＬＲ cell loss ratio セル損失率 

ＣＳ circuit section  回線セクション 

ＤＳ differentiated services 差異化サービス 

ＤＳＴ destination host 着信先ホスト 

Ｅ１ Digital Hierarchy Transmission at 2.048 

Mbps 

2.048Mbit/sのデジタルハイアラーキ転送 

Ｅ３ Digital Hierarchy Transmission at 34 Mbps 34Mbit/s のデジタルハイアラーキ転送 

ＥＦ expedited forwarding 優先型フォワーディング 

ＦＩＦＯ first-in, first-out ファーストイン、ファーストアウト 

ＦＴＰ file transfer protocol ファイル転送プロトコル 

ＧＷ gateway router ゲートウェイルーター 

ＨＲＥ hypothetical reference endpoint 仮想参照エンドポイント 

ＨＲＰ hypothetical reference path 仮想参照パス 

ＨＴＴＰ hypertext transfer protocol ハイパーテキスト転送プロトコル 

ＩＥＴＦ Internet Engineering Task Force インターネットエンジニアリングタスクフォース

ＩＰ Internet protocol インターネットプロトコル 

ＩＰＤＶ IP packet delay variation ＩＰパケット遅延変動 

ＩＰＥＲ IP packet error ratio ＩＰパケットエラー率 

ＩＰＬＲ IP packet loss ratio ＩＰパケット損失率 

ＩＰＲＥ IP packet transfer reference event ＩＰパケット転送参照イベント 

ＩＰＯＴ octet based IP packet throughput オクテットベースＩＰパケットスループット 

ＩＰＰＴ IP packet throughput ＩＰパケットスループット 

ＩＰＴＤ IP packet transfer delay ＩＰパケット転送遅延 

ＩＳＰ Internet service provider インターネットサービスプロバイダ 

ＩＴＵ－Ｔ International Telecommunication Union - 

Telecommunication Standardization Sector 

国際電気通信連合  

- 電気通信標準化部門 

ＬＬ lower layers, protocols and technology 

supporting the IP layer 

下位レイヤ 

（ＩＰレイヤを支えるプロトコルや技術） 
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Ｍａｖ the minimum number of packets 

recommended for assessing the availability 

state 

可用性を評価するために推奨される最小パケット

数 

ＭＰ measurement point 測定ポイント 

ＭＰＬＳ multi-protocol label switching マルチプロトコルラベルスイッチング 

ＭＴＢＩＳＯ mean time between IP service outages ＩＰサービス平均停止間隔 

ＭＴＴＩＳＲ mean time to IP service restoral ＩＰサービス平均復旧時間 

Ｎ the number of packets in a throughput probe 

of size N 

サイズＮのスループットプローブにおけるパケッ

ト数 

ＮＳ network section ネットワークセクション 

ＮＳＥ network section ensemble ネットワークセクション全体 

ＮＳＰ network service provider ネットワークサービスプロバイダ 

ＯＳＰＦ open shortest path first オープンショーテストパスファースト 

ＰＤＢ per domain behavior  ドメイン毎ビヘイビア 

ＰＤＨ plesiosynchronous digital hierarchy 独立同期ディジタルハイアラーキ 

ＰＨＢ per hop behavior  ホップ毎ビヘイビア 

ＰＩＡ percent IP service availability ＩＰサービス可用性パーセント 

ＰＩＵ percent IP service unavailability ＩＰサービス不可用性パーセント 

Ｐｋｔ IP datagram (IP packet) ＩＰパケット 

ＱｏＳ quality of service サービス品質 

Ｒ router ルーター 

ＲＦＣ Request for Comment ＲＦＣ 

ＲＳＶＰ resource reservation protocol 資源予約プロトコル 

ＲＴＰ real-time transport protocol リアルタイム転送プロトコル 

ＳＤＨ synchronous digital hierarchy 同期ディジタルハイアラーキ 

ＳＰＲ spurious packet ratio 混入パケット率 

ＳＲＣ source host 発信元ホスト 

ＳＴＤ standard 標準 

Ｔ１ Digital Hierarchy Transmission at 1.544 

Mbps 

1.544Mbit/sのデジタルハイアラーキ転送 

Ｔ３ Digital Hierarchy Transmission at 45 Mbps 45Mbit/s のデジタルハイアラーキ転送 

Ｔｍａｘ maximum IP packet delay beyond which the 

packet is declared to be lost 

パケットが損失したと宣言されるＩＰパケットの

最大遅延 

Ｔａｖ minimum length of time of IP availability; 

minimum length of time of IP unavailability 

ＩＰ可用性のための時間の長さの最小値; 

ＩＰ不可用性のための時間の長さの最小値 

ＴＢＤ to be determined 後日決定される 

ＴＣＰ transmission control protocol 転送制御プロトコル 

ＴＤＭＡ time division multiple access 時分割多重アクセス 

ＴＯＳ type of service サービスタイプ 

ＴＴＬ time to live パケット生存時間 

ＵＤＰ user datagram protocol ユーザデータグラムプロトコル 

ＵＮＩ user network interface ユーザ－網インタフェース 
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４．転送能力、容量の合意、およびＱｏＳクラスの適用性 
本章では、ネットワーク転送容量（ある時間間隔に渡ってフローに配送される実効ビットレート）に関する

話題、およびネットワーク転送容量とＴＴＣ標準ＪＴ－Ｙ１５４０において定義されるパケット転送のサービ

ス品質（ＱｏＳ）パラメータ、および本標準で定義される目標値との関係について議論する。 

転送容量とは、エンドユーザが知覚する性能に対して直接影響を及ぼす、基本的なＱｏＳパラメータである。

多くのユーザアプリケーションは最低容量に関する要求値を持つ。つまりこれらの要求値はサービス合意に達

する時に考慮されるべきである。ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｙ１５４０は容量に関するパラメータを定義していない。

しかしパケット損失パラメータに関しては定義している。損失ビットや損失オクテットは、あらかじめネット

ワーク容量を決定する目的のために、総送出量から差し引かれる。容量に関する個別の定義は今後の課題であ

る。 

ユーザとネットワークプロバイダーは、１本あるいはそれ以上のある特定のＱｏＳクラスのパケットフロー

が利用可能な最大容量に関して合意したものと仮定する。パケットフローとは、同じ発信元ホスト（ＳＲＣ）、

着信先ホスト（ＤＳＴ）、サービスクラス、セッションＩＤを持ち、あるコネクション、あるいはコネクショ

ンレスストリームに関連付けられたトラヒックである。他の文章ではこの単位で分類したトラヒックストリー

ムに言及する際、マイクロフローという単語を使うかもしれない。初期状態では、合意を行う契約者はその適

用と検証の両方を許す限りにおいて、契約者が考える適切ないかなる容量に関する仕様をも使用するかもしれ

ない。例えば、ピークビットレート（下位レイヤのオーバーヘッドを含む）で十分かもしれない。ネットワー

クプロバイダーは、合意したＱｏＳクラスに関連付けられたある特定の容量についてパケットの転送を合意す

る。  

動的な要求をサポートするプロトコルおよびシステムが利用可能な場合、そのユーザはトラヒック契約の交

渉を行う。このような契約により、1 つあるいはそれ以上のトラヒックパラメータ（例えばＩＴＵ－Ｔ勧告Ｙ．

１２２１[12]やＲＳＶＰにおいて定義されるパラメータがある）やＱｏＳクラスを規定しそれを特定のフロー

に適用する。 

ネットワーク性能目標値は、合意した容量やあるいは交渉したトラヒック契約以上で送出されるパケットが

ある場合には、もはや適用されないかもしれない。もし超過パケットが観測されたならば、ネットワークは超

過パケット分と等しい数のパケットを廃棄することが許される。このような破棄パケットは、ネットワークの

ＩＰＬＲ性能を評価する際の廃棄パケットとしては計上されない。 

超過パケットを持つフローに対する対応を定義することはネットワークの特権である。そのような対応は恐

らく観測される超過パケット数に基づく。あるフローが超過パケットを含む場合、ネットワーク性能に関する

いかなる契約も守られる必要がない。しかしネットワークはネットワーク性能契約を修正するかもしれない。 

 

５．ネットワーク性能目標 
本章では公衆ＩＰサービスにおけるユーザ情報転送性能の目標値を検討する。これらの目標値はＴＴＣ標準

ＪＴ－Ｙ１５４０に定義されるＩＰレイヤ性能パラメータに関連付けて述べる。目標値を表５－１／ＪＴ－Ｙ

１５４１にまとめ、それらに関連する注記を記す。表５－１／ＪＴ－Ｙ１５４１の全ての値は暫定的であり、

実運用に基づいて（上方か下方へ）修正されるまで、それらはネットワークによって満たされる必要がない。 

 

注記：ユーザの観点から見ると、ネットワークＱｏＳクラスは、ユーザによって知覚されるエンド－エンドの

通話の転送性能（つまり mouth-to-ear 品質）のうちの、一部分を形成しているにすぎない。付録Ⅶにおいて、

まさにこの点に関して適切な標準に関する指針を示している。 
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5.1 ＱｏＳの一般的な議論 

表５－１／ＪＴ－Ｙ１５４１におけるＱｏＳクラス定義はＵＮＩ間のネットワーク性能の限界値を示す。ユ

ーザ（および個々のネットワーク）が合意した容量規定あるいはトラヒック契約を超過せず、さらに（ＴＴＣ

標準ＪＴ－Ｙ１５４０で定義される）パスが使用可能である限り、ネットワークプロバイダーはこれらのＵＮ

Ｉ間限界値をフローの継続時間に渡って、協調してサポートすべきである。 

あるフローの実際のネットワークＱｏＳは、そのパスの距離と複雑性に依存する。それはしばしば表５－１

／ＪＴ－Ｙ１５４１のＱｏＳクラス定義に規定される限界値よりもよい値であろう。 

静的ＱｏＳクラス契約はパケットマーキング（例えばＴＯＳ優先ビット、あるいはＤＳコードポイント）を

特定のクラスと結びつけることによって実装することができる。 

ユーザ－ネットワークプロバイダ間およびネットワークプロバイダ間における動的ＱｏＳ要求をサポートす

るプロトコルは検討中である。これらのプロトコルとそれをサポートするシステムが実装されたとき、ユーザ

やネットワークはフロー単位で異なるＱｏＳクラスの要求や受け付けを行うかもしれない。このような方法に

より、異なるサービスやアプリケーションに対する個別の性能のニーズが伝わり、評価され、さらに認識され

得る（あるいは拒絶、修正される）。 

 

5.2 ＵＮＩ間ＱｏＳのための参照パス 

フローにおける各々のパケットはある特定のパス上を流れる。この章の性能目標を満足するフロー（あるパ

ス上に１つあるいはそれ以上のパケットを持つ）はどれでもＴＴＣ標準ＪＴ－Ｙ１５４１の標準の基準を順守

していると見なし得る（注記：本標準での「エンド・エンド」という言葉は、ユーザＱｏＳクラスに関する標

準とは異なる意味を持っており、そこではエンド・エンドは「口から耳まで（from mouth to ear）」の意味で

ある。しかしながら、本標準の文脈内ではエンド・エンドとは「ＵＮＩからＵＮＩまで」として理解されなけ

ればならない）。 

ＵＮＩ間性能目標はＩＰパケット転送参照イベント（ＩＰＲＥ）に対応するＩＰ性能パラメータに対して定

義される。ＵＮＩ間ＩＰ性能目標値は、図５－１／ＪＴ－Ｙ１５４１におけるユーザネットワークインタフェ

ースからユーザネットワークインタフェースの間に適用される。ＵＮＩ間ＩＰネットワークパスは、ネットワ

ークセクション（ＮＳ）と、ＳＲＣ側のＵＮＩからＤＳＴ側のＵＮＩへと送られるＩＰパケットの転送を提供

するネットワーク間リンクから構成される。つまりＩＰレイヤを含む下位のプロトコル（レイヤ１からレイヤ

３）もまた、ＩＰネットワークの一部と考えられるかもしれない。ＮＳはオペレータ領域と同義であり、これ

はＩＴＵ－Ｔ勧告Ｅ．６５１やＩＴＵ－Ｔ勧告Ｙ．１２３１において記述されているＩＰアクセスネットワー

クアーキテクチャを包含するかもしれない。この参照パスはＴＴＣ標準ＪＴ－Ｙ１５４０性能モデルの一適用

例である。 
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ＩＰネットワーククラウド 

カスタマ装置 カスタマ装置 エンド・エンドネットワーク（ベアラＱｏＳ）

ユーザ・ユーザコネクション（テレサービスＱｏＳ）
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：プロトコルスタック ：ユーザ－網インタフェース 
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TE 
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ネットワーク 
セクション 
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ネットワーク 
セクション 

ネットワーク 
セクション 

TE 

図５－１／ＪＴ－Ｙ１５４１ ネットワークＱｏＳ目標値のためのＵＮＩ間参照パス 

            (ITU-T Y.1541) 

 

図５－１／ＪＴ－Ｙ１５４１に関する注記：カスタマ装置（斜線領域）は図示の目的のためだけに示している。 

 

カスタマ装置は、ホストや（存在するのであれば）ルータあるいはＬＡＮなどの全ての終端装置（ＴＥ）を

含んでいる。いくつかのアプリケーションに対してただ一人のユーザがいる。重要なことであるが、ＴＥおよ

びユーザ・ユーザコネクションに関する仕様は本標準の適用範囲外である。また、終端装置と接続するゲート

ウエイはアクセスゲートウエイとも呼ばれるかもしれない。 

参照パスは以下の性質を持つ。 

 

１． ＩＰクラウドはユーザ・ユーザコネクション、ユーザ・ホストコネクションおよびその他のエンドポイ

ントのバリエーションをサポートするかもしれない。 

２． ネットワークセクションは、そのエッジにおけるゲートウエイルーターや様々な役割を持ついくつかの

内部ルーターから構成されるクラウドとして表現されるかもしれない。 

３． あるパスにおけるネットワークセクションの数は、提供されるサービスクラス、経路の複雑性そして各

ネットワークセクションの地理的距離に依存するかもしれない。 

４． 本標準は一つのパスについて一つあるいはそれ以上のネットワークセクションを含むことを許容する。 

５． あるフローにおいてパケットをサポートするネットワークセクションはその継続時間中に変化するかも

しれない。 

６． ＩＰ接続性は国際間にも渡っているが、回線交換の習慣には従わない。（例えば、もし境界の両側で同

じネットワークセクションが使用されると、国際間の境界において識別可能なゲートウエイは無いかも

しれない。） 
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5.3 ネットワークＱｏＳクラス 

本節は現在定義されているネットワークＱｏＳクラスを説明している。各ネットワークＱｏＳクラスは性能

値の限界のある決まった組み合わせを作る。本節は、各ネットワークＱｏＳクラスが使用されるが、特定の状

況において特定のネットワークＱｏＳクラスの使用が必須でない場合についてのガイダンスが含まれている。 

 

5.3.1 ネットワーク性能目標の本質 

表５－１／ＪＴ－Ｙ１５４１の目標値は、公衆ＩＰネットワーク、すなわちエンド・エンドＩＰネットワー

クの範囲を定めるＭＰ間に適用される。目標値は一般的なＩＰネットワークへの実装に際して実現可能である

と考えられている。 

 表５－１／ＪＴ－Ｙ１５４１左側部分は続く列に現れる性能目標値の統計的性質を表している。 

 ＩＰパケット転送遅延のための性能目標値は、フローのＩＰＴＤの平均に対する上限値である。個々のパケ

ットの多くがこの上限を超える転送遅延を持っているかもしれないが、フローの継続時間についての平均ＩＰ

ＴＤ（統計的な平均値の推定方法とみなす）は標準的に表５－１／ＪＴ－Ｙ１５４１で適用される上限よりも

短くなるべきである。 

 ２ポイントＩＰパケット遅延変動の性能目標値は、フローのＩＰＴＤ分布の１－１０－３分位点の上限値に

基づいている。１－１０－３分位点は短い評価期間を許容する。（例えば、１０００パケットからなる 1 本の

フローからのサンプルはこの限界を評価するために最低限必要である。）またこの分位点を用いることにより、

遅延ゆらぎ吸収バッファやルーターのキュー長設計において、全体で１０－３オーダーのＩＰＬＲ目標値を達

成しなければならないような場合に、ネットワーク設計をより柔軟に行うことができる。低い分位点を使用す

ることでジッター除去バッファサイズを低く見積もることになり、実際のパケット損失が全体のＩＰＬＲ目標

値を越えてしまうかもしれない。（例えばＩＰＬＲ＝１０－３に対して１－１０－２の上限分位点を用いること

で、全体のパケット損失が１．１％となるかもしれない。）ＩＰＤＶのための他の統計手法と定義は付録Ⅱに

記述されるように現在検討中である。また付録ⅣではＩＰＤＶ性能評価を推定している。 

 ＩＰパケット損失率の性能目標値はフローのＩＰパケット損失の上限である。複数のパケットが損失するか

もしれないが、個々のパケットがフローの間に損失する確率は、表５－１／ＪＴ－Ｙ１５４１から適用される

限界値より低くあるべきである。 

あまり一般的でないパケット転送に関する目標値、およびそれらに関連する、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｙ１５４０

において定義されているＳＰＲなどのパラメータは今後の検討課題である。 

 

5.3.2 評価期間と報告に関する要求 

表５－１／ＪＴ－Ｙ１５４１の目標値を瞬時に評価することはできない。評価期間は（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｙ

１５４１に定義される）対象となるパケット母集団の部分集合を作り出す。理想的にはこれらの間隔は、 

 

・ 規定された率や分位点を考慮して、必要とされるフローの不足のないパケットを含むことができる

ように十分に長い。 

・ 典型的な利用期間（フローの継続時間）、あるいはユーザ評価を反映することができるように十分

に長い。 

・ 各評価期間を通して満足できる性能のバランスを保証することができるように十分に短い。（性能

劣化期間は識別されるべきであり、非常に長い評価期間のなかに隠されるべきではない） 

・ 現実の測定状況を考慮することができるように十分に短い。 

 

音声に関連した評価のためには、典型的なパケットレート（５０～１００パケット／秒）でおよそ１０秒か

ら２０秒の最小評価期間が必要とされ、評価期間の上限は分のオーダーであるべきである。暫定的に 1分とい
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う値が示されているが、いかなる場合でも使用した値と共に、条件や信頼区間を含めて報告しなければならな

い。最低限許容しうる評価方法は、本標準の将来の改版において示される予定である。目標値の達成度を検証

する手法に関しては今後の検討課題である。 

 

5.3.3 評価のためのパケットサイズ 

パケットサイズは大多数の性能パラメータの結果に影響を与える。多くのフローが存在する場合には、パケ

ットサイズにかなりのバリエーションがあることから、パケットサイズに幅を持たせることは適切であるかも

しれない。しかしＩＰＤＶ評価時、あるいは評価が固定ビットレートソースをサポートするフローを対象とす

る時には、評価は単一のパケットサイズで単純化されるため、固定情報フィールドサイズの使用が推奨される。

１６０オクテットあるいは１５００オクテットの情報フィールドを使用することが提案されており、使用した

フィールドサイズは報告されなければならない。また１５００オクテットの情報フィールドは、例えばビット

エラー測定のような低位レイヤテストの際のＩＰパラメータ性能評価に推奨されている。 

 

5.3.4 限界値のない（未規定の）性能 

幾つかのネットワークＱｏＳクラスに関して性能パラメータの値が"Ｕ"と指定されるものがある。このよう

な場合、ＴＴＣ標準はこれらパラメータに関して目標値を設定しない。ネットワークオペレータはそれらの未

規定のパラメータに対してある最小品質レベルを保証することを一方的に選択するかもしれないが、ＴＴＣ標

準ではそのような最小値に関していかなる値も推奨しない。 

ＱｏＳクラスのユーザは未規定パラメータの性能がしばしば任意に劣化することがあり得ることに留意すべ

きである。しかしながら一般的には平均ＩＰＴＤが 1秒を超えないことが期待できる。 

 

注記－「未規定」という単語はＢ－ＩＳＤＮシグナリングに関する標準とは異なる意味を持つかもしれない。 
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表５－１／ＪＴ－Ｙ１５４１ 暫定的なＩＰネットワーク ＱｏＳクラスの定義およびネットワーク性能目標

値 

                       (ITU-T Y.1541) 

  ＱｏＳクラス 

ネットワーク性

能パラメータ 

ネットワーク性能目

標の性質 

クラス０ 

 

クラス１ 

  

 

クラス２ 

 

クラス３ 

 

クラス４ 

 

クラス５ 

未規定  

ＩＰＴＤ ＩＰＴＤの平均に対

する 

上限値(注 1) 

100ミリ秒 400ミリ秒 100ミリ秒 400ミリ秒 1秒 U 

ＩＰＤＶ （ＩＰＴＤの１－１

０－３分位点－ＩＰＴ

Ｄの最小値） 

に対する上限値 

(注 2) 

50ミリ秒

(注 3) 

50ミリ秒

(注 3) 

U U U U 

ＩＰＬＲ パケット損失率に対

する上限値 

1*10-3  

(注 4) 

1*10-3  

(注 4) 

1*10-3 1*10-3 1*10-3 U 

ＩＰＥＲ パケットエラー率に

対する上限値 

1*10-4 (注 5) U 

注記: 

この目標値は公衆ＩＰネットワークに適用される。この目標値は一般的なＩＰネットワークの実装の上で実現可能であると考

えられる。 ユーザに対するネットワークプロバイダのコミットメントは、適切な目標値の各々を達成できる方法でパケット

を転送するように試みることである。ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｙ１５４１に適合していることを宣伝しているＩＰパスの大部分は、

これらの目標値を満足するべきである。 いくつかのパラメータに関しては、より短いあるいは複雑でないパス上における性

能は著しく良いかもしれない。 

ＩＰＴＤ、ＩＰＤＶ、ＩＰＬＲに対する評価期間として 1 分という値が暫定的に提案されており、全ての場合においてその期

間は報告されなければならない。 

個々のネットワークプロバイダは、割り当てられた目標値よりも良い性能に対するコミットメントを提供することを選択して

もよい。 

“Ｕ”は“未規定”あるいは“限界値のない”ことを意味する。ある特定のパラメータに関する性能が“Ｕ” であるとする

とき、ＴＴＣ標準はこのパラメータに対して何の目標値も設定せず、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｙ１５４１における目標値のデフォル

ト値は無視できる。あるパラメータに対する目標値が“Ｕ”と設定されているとき、このパラメータに関する性能はしばしば

任意に劣化しているかもしれない。 

全ての値は暫定的であり、実運用に基づいて（上方か下方へ）修正されるまで、それらはネットワークによっ

て満たされる必要がない。  



 

 

注 1 –  非常に長い伝播遅延は、低いエンド・エンド遅延目標値を達成することを妨げるであろう。このようなあるい

は他の状況下においては、クラス０および２におけるＩＰＴＤ目標値は必ずしも達成可能ではないかもしれない。各

ネットワークプロバイダはこのような状況に遭遇するかもしれない。その場合には、表５－１／ＪＴ－Ｙ１５４１の

ＩＰＴＤ目標値の範囲が達成可能なＱｏＳクラスを代わりに提供する。あるクラスの遅延目標値によって、ネットワ

ークプロバイダがより短い遅延コミットメントを持つサービスを提供することが妨げられるわけではない。ＪＴ－Ｙ

１５４０におけるＩＰＴＤの定義によれば、パケット挿入時間はＩＰＴＤ目標値に含まれている。本標準は、これら

目標値の評価のためには１５００バイトというパケット情報フィールドの最大サイズを推奨する。 

注 2 – ＩＰＤＶ目標値の定義および性質は検討中である。詳細は付録Ⅱを参照。また１－１０－３分位点は９９．９％

パーセンタイル値と等価である。 

注 3 –この値はネットワーク間のリンク容量に依存する。全ての容量が初期のレート（Ｔ１やＥ１）より速い場合、

あるいはパケット情報フィールドサイズが１５００バイトより小さい場合には、より小さい変動値が可能である（付

録Ⅳ参照）。 

注 4 – ＩＰＬＲに対するクラス０と１の目標値は、高品質音声アプリケーションと音声符号化が本質的に１０－３ の

ＩＰＬＲによって影響されないという検討に一部基づいている。 

注 5 – この値は、パケット損失が上位レイヤに与える性能劣化の支配的な要因であることを保証し、ＡＴＭ上のＩＰ

転送によって実現可能である。 

 

 

5.3.5 ＩＰＴＤ目標値に関する議論 

非常に長い伝播遅延は、少ないＵＮＩ間遅延目標値を達成することを妨げるであろう。たとえば地理的に非

常に長い距離であったり、静止衛星を用いているようなケースである。このようなあるいは他の状況下におい

ては、クラス０および２におけるＩＰＴＤ目標値は必ずしも達成可能ではないかもしれない。あるクラスの遅

延目標値によって、ネットワークプロバイダがより短い遅延コミットメントを持つサービスを提供することが

妨げられるわけではない、ということに注意すべきである。そのようなコミットメントはいずれも明示的に述

べられるべきである。付録 III におけるグローバルな経路上でのＩＰＴＤ計算例を参照のこと。各ネットワー

クプロバイダは（単一のネットワークの場合、あるいはＵＮＩ間のパスを提供するために他のネットワークと

連携する場合のいずれかの場合において）低いＩＰＴＤ目標値を達成できない状況に遭遇するかもしれない。

その場合には、表５－１／ＪＴ－Ｙ１５４１のＩＰＴＤ目標値の範囲が達成可能なネットワークＱｏＳクラス

を代わりに提供する。異なるルーチングや距離への考慮にもかかわらず、関連するクラス（例えばクラス０や

１）は同じノードメカニズムを用いて実装されるだろう。 

ＪＴ－Ｙ１５４０におけるＩＰＴＤの定義によれば、パケット挿入時間はＩＰＴＤ目標値に含まれている。

本標準は、これら目標値の評価のためには１５００バイトというパケット情報フィールドの最大サイズを推奨

する。 

 

5.3.6 クラス使用についてのガイダンス 

表５－２／ＪＴ－Ｙ１５４１はネットワークＱｏＳクラスの適用や運用に関するいくつかのガイダンスを与

える。 
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表５－２／ＪＴ－Ｙ１５４１ ＩＰ ＱｏＳクラスに対するガイダンス 

(ITU-T Y.1541) 

 

ＱｏＳ 

クラス 
アプリケーション（例） ノードメカニズム ネットワーク技術 

０ リアルタイム、 

ジッタセンシティブ、 

高インタラクション 

（例、ＶｏＩＰ、ビデオ会

議） 

 

ルーチングおよび距離の制約 

１ リアルタイム、 

ジッタセンシティブ、 

インタラクティブ 

（例、ＶｏＩＰ、ビデオ会

議） 

優先処理および多重分離機能

を持つ分離キュー  

ルーチングおよび距離の緩い

制約 

２ トランザクションデータ、 

高インタラクティブ 

（例、シグナリング）  

 

ルーチングおよび距離の制約 

３ トランザクションデータ、 

インタラクティブ 

分離キュー、 

廃棄優先度 
ルーチングおよび距離の緩い

制約 

４ 低損失のみ 

（例、短いトランザクショ

ン、バルクデータ、 

ビデオストリーミング） 

 

長いキュー、 

廃棄優先度 

 

任意の経路／パス 

５ デフォルトＩＰネットワーク

における従来のアプリケーシ

ョン  

 

分離キュー（最低優先度） 

 

任意の経路／パス 

 

トラヒックポリシングおよび、あるいはシェ－ピングもまたネットワークノードに適用してもよい。 

ＩＰ上での放送品質テレビジョン転送については付録Ⅸで議論される。 
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６．可用性目標値 
本章は、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｙ１５４０で定義された可用性パラメータに基づいた可用性目標値に関する情報

を含む。基本的なネットワーク設計の選択肢が急速に変化しているので、この目標値は更なる検討を要する。 

 

７．性能目標値の達成方法 
複数のネットワークプロバイダが関係するときの性能目標値の達成方法を決定するためには、更なる検討を

要する。 
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付録 Ⅰ ＩＰ ＱｏＳサポートのためのＡＴＭネットワークＱｏＳ 

(参考情報) 

 

本付録は、ＩＰ性能パラメータの，ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ３５６で規定されたＡＴＭ ＱｏＳクラス目標値に

対してのマッピングを分析する。この分析の目的は、下位の転送に ATM を用いた場合に得られるＩＰレベルの

性能を推定することである。この分析ではルーターの存在は考慮されていないので、ここで示すＩＰ性能の数

値は期待される最良の値である。中間にルーターが存在するシナリオにおいては、ＩＰ性能は悪くなるだろう。  

 

付表Ｉ－１／ＪＴ－Ｙ１５４１ ＡＴＭ ＱｏＳクラス１および２に対応するＩＰパケット損失率 

                  (ITU-T Y.1541)                     （ＩＰＬＲ）の値（ＩＰパケットサイズ＝４０バイト、 

                                                                   誤りのあるパケットは全て失われると仮定） 

 

ＡＴＭ  

ＱｏＳクラス 

転送されたＡＴＭ ＣＥＲ 転送されたＡＴＭ ＣＬＲ 結果となる 

ＩＰＬＲ 

１ ３．００×１０－７ ４．３０×１０－６ 

２ 
４．００×１０－３ 

１．００×１０－５ １．４０×１０－５ 

 

 

付表Ｉ－２／ＪＴ－Ｙ１５４１ 国内区間上のフローおよびエンド・エンドフローに対する 

                        (ITU-T Y.1541)                     ＩＰパケット転送遅延（ＩＰＴＤ）の値 

 

ネットワーク区間 ＡＴＭ ＱｏＳクラス１を用いた場合

のＩＰＴＤ 

 (ＩＰルーターでの遅延なし) 

国内区間 
~27.4 ミリ秒 

エンド・エンド 400 ミリ秒 

 

 

クラス０と２の平均ＩＰＴＤは、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ３５６の２７，５００ｋｍ参照コネクション上におい

ては達成することができないことに注意すべきである。 

ここでのＡＴＭクラスにおけるセル誤り率（ＣＥＲ）は４*１０－６である。もしＩＰパケットが長く（１５

００バイト）、かつ 誤りのあるセルが誤りのあるパケットを引き起こすならば、ＩＰパケット誤り率は約１

０－４となるだろう。 

セル誤挿入率（ＣＭＲ）は今のところ１／日で規定されている。ＣＭＲのＳＰＲへの関連は更なる検討を要

する。 
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付録 Ⅱ ＩＰ遅延変動 パラメータの定義に関する考察 

(参考情報) 

 

本付録はＩＰＤＶの定義、およびＩＰＤＶ目標値に関する幾つかの統計的手法の使用について議論する。 

エッジ装置のジッタバッファ設計者に指針を与えるために、ジッタバッファのパラメータにはＩＰＤＶに与

える以下の影響を盛り込んでおく必要がある。 

 

• ネットワークにおける定期的な輻輳（高頻度のＩＰＴＤ変動） 

• ＴＣＰウインドウ動作（低頻度のＩＰＴＤ変動） 

• 平均ネットワーク負荷に関する、周期的、非周期的変動（低頻度のＩＰＴＤ変動） 

• ルーチングの更新によるＩＰＴＤへの影響（瞬間的な（そして恐らく大きい）ＩＰＴＤの変化） 

 

現在のＩＰ遅延変動の定義は以下の式で表される。 

minIPTDIPTDIPDV upper −=   

ここで 

� ＩＰＴＤｕｐｐｅｒは評価期間におけるＩＰＴＤの１－１０－３ 分位点 

� ＩＰＴＤｍｉｎ は評価期間における最小ＩＰＴＤ 

 

ＩＰＤＶの定義は付録Ⅱ／ＪＴ－Ｙ１５４０で与えられている参照イベントに基づいている。ここでは、 

名目上の遅延は（最初のパケットに関する遅延、あるいは全パケットの平均遅延の変わりに）片方向最小遅延

を持つパケットに基づいている。 

１－１０－３ 分位点(９９．９%と同じ)という規定は、１分の測定期間内のサンプルパケットのサイズやＩ

ＰＬＲ目標値（≤１０－３）の影響を受けるるが、結果的に全体の損失率目標値は約１０－３になる。下図のよう 

に、分位点が小さければ小さいほど全体の損失は増加する。 
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付図Ⅱ－１／ＪＴ－Ｙ１５４１  ＩＰＬＲ＝０．００１の場合の異なるＩＰＤＶ値の全体損失への影響 

           (ITU-T Y.1541) 

 

ここで別のＩＰ遅延変動の定義例を与える。ＩＰ遅延変動はある短い測定期間中に最大ＩＰＴＤ－最小ＩＰ

ＴＤで定義してもよい。 

 

minmax IPTDIPTDIPDV −=   

 

ここで 

� ＩＰＴＤｍａｘ は測定期間中に記録される最大ＩＰＴＤ 

� ＩＰＴＤｍｉｎ は測定期間中に記録される最小ＩＰＴＤ 

  

多くのＩＰＤＶの値は長期間に渡って測定される。またその測定期間は幾つかの短い測定期間から構成され

る。これらのＩＰＤＶの９５％分位点が、所望の目標値を満足することが期待される。これは ＩＰＤＶをリ

アルタイムで計算するのに、簡単でかなり正確な方法である。測定期間の実際の値はさらなる検討が必要であ

る。測定期間は、測定値が低い頻度または高頻度のＩＰパケット遅延変動を反映する能力に影響を及ぼす。 
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1.00E-02
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IPDV 分位点
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付録 Ⅲ ＩＰ性能目標値を検証するための仮想参照パス例 
(参考情報) 

 

本付録は、 第５章で示されているエンド・エンド性能目標に対する実現性の検証を考慮した仮想参照パス

を示す。これらの仮想参照パス（ＨＲＰ）は例に過ぎない。  本付録中の内容は規範的なものでなく、特定の

パスアーキテクチャを推奨、主張するものではない。 

フローにおける各々のパケットは特定のパス上を流れる。この章の性能目標を満足するフロー（あるパス上

に１つあるいはそれ以上のパケットを持つ）はどれでもＴＴＣ標準ＪＴ－Ｙ１５４１の標準の基準を順守して

いると見なし得る。 

エンド・エンド性能目標はＩＰパケット転送参照イベント（ＩＰＲＥ）に対応するＩＰ性能パラメータに対

して定義される。エンド・エンドＩＰネットワークパス（図５－１／ＪＴ－Ｙ１５４１におけるネットワーク

インタフェース・ネットワークインタフェース間）は、ＳＲＣからＤＳＴへと送られるＩＰパケットの転送を

提供するＩＰパケットのネットワークセクション（ＮＳ）とネットワーク内リンクの組を含んでいる。つまり

ＳＲＣとＤＳＴの中のＩＰレイヤを含む下位のプロトコル（レイヤ１からレイヤ３）もまた、ＩＰネットワー

クの一部と考えられるかもしれない。  

 

注記：ここで提示される仮想参照パスによって与えられる遅延の値が、ユーザが知覚するエンド・エンド品質

へ与える影響については付録Ⅶを参照のこと。 

 

Ⅲ.1 ＨＲＰにおけるＩＰノード数 

ＨＲＰｓは５章の参照パスと似た属性をもっている。 

ネットワークセクションは、そのエッジにおけるゲートウエイルーターや様々な役割を持ついくつかの内部

ルーターから構成されるクラウドとして表現されるかもしれない。この場合、ＨＲＰはＲＦＣ２３３０の「パ

スダイジェスト」と同等である。 

以下に図示されるように、各ＮＳは、それぞれアクセス、ディストリビューション、コアの役割をもつＩＰ

ノードから構成される。 

 

R ﾙｰﾀｰ

R

R

R

R

R

R

ｱｸｾｽ

ﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭｰｰｼｮﾝ

ｺｱ

GW

GW

ｹﾞｰﾄｳｪｲ

GW

GW
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付図Ⅲ－１／ＪＴ－Ｙ１５４１  ネットワークセクションにおけるＩＰノードの役割 

            (ITU-T Y.1541) 

 

それぞれの役割を果たすために、１つ以上のルーターが必要なことに注意すべきである。そして図示されて

いるパスのコア部分は直列に並んだ４ルーターを持つ。この例では、ＮＳを通過するパスは少なくて３台、多

くて８台のルーターと出会う。 

ルーターによる様々なパラメータへの影響は、その役割によって変わるかもしれない。 

 

付表Ⅲ－１／ＪＴ－Ｙ１５４１ ルーターの役割による遅延への典型的な影響の例 

                                 (ITU-T Y.1541) 

 

役割 平均の全遅延 

(キューイング遅延 と 処

理遅延の合計) 

遅延変動 

アクセスゲートウ

ェイ 

10 ﾐﾘ秒 16 ﾐﾘ秒 

インターネットワ

ーキングゲートウ

ェイ 

3 ﾐﾘ秒 3 ﾐﾘ秒 

ディストリビュー

ション 

3 ﾐﾘ秒 3 ﾐﾘ秒 

コア 2 ﾐﾘ秒 3 ﾐﾘ秒 

注：インターネットワーキングゲートウェイは典型的にアクセスゲートウェイと異なる性能特性を持つ。 

 

本標準が重要となるアプリケーションの一つとしてＶｏｉｃｅ ｏｖｅｒ ＩＰの提供がある。 例えば、

電話という媒体における仮想参照端点（ＨＲＥ）は下のように示されるかもしれない。情報は送話者から左側

のプロトコルスタックを下に通り、ＨＲＰを横切り、右側のプロトコルスタックを上がって受話者へ流れる

（片方向の送信の方向のみ示されている）。 

 

 

発話者 受話者 

JT-G711 符号化 JT-G711 複合化, 付録Ｉによるパ

ケット損失補償 

RTP 20ミリ秒ペイロードサイズ 60 ミリ秒ジッタバッファ 

UDP UDP 

IP 

 

IP 

 (下位レイヤ)  

 

付図Ⅲ－２／ＪＴ－Ｙ１５４１ 仮想参照点の例 

                  (ITU-T Y.1541) 
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経路長計算 

もし、距離ベースの要素が実際の地球上の距離に比例しているならば、物理経路と実際の距離の比率に比例

した典型的な値を加算する。ここで使われている経路長計算は、ＩＴＵ‐Ｔ勧告Ｇ．８２６をベースにしてお

り、ここで考慮される長距離用としてのみ使用される。もし、Ｄｋｍがその区間の境界となる２つのＭＰ間の

空路距離であるならば、経路長計算は次のようになる。 

 

・  if Dkm > 1200, Rkm = 1.25 × Dkm 

 

ただし、その区間が衛星を経由する部分を含むとき、上記は適用されない。 

 

Ⅲ.2 エンド・エンドのクラス０とクラス１の遅延をサポートするための計算例 

 

クラスＸのネットワーク遅延の計算（Ｘ＝０から４まで） 

この節では、ＱｏＳクラスＸのフローをサポートするパス区間のためのＩＰＴＤを計算する。フロー区間が衛

星を経由する部分を含まないとき、その計算されたＩＰＴＤは次のようになる。（ＩＴＵ‐Ｔ勧告Ｇ．１１４

で与えられる光伝送に対する遅延を用いる。） 

 

ＩＰＴＤ (マイクロ秒) ≤ (Ｒｋｍ × ５) + (ＮＡ * ＤＡ) + (ＮＤ * ＤＤ) + (ＮＣ * ＤＣ) + (ＮＩ * ＤＩ) 

 

この式において、 

・ Ｒｋｍは、上記で計算された仮の経路長を表している。 

・ (Ｒｋｍ × ５)は、その区間内の“距離”から導かれるＩＰＴＤの許容値である。 

・ ＮＡ、ＮＤ、ＮＣ及びＮＩは、それぞれＩＰアクセスゲートウェイ、ディストリビューションノード、コアノ

ード及びインターネットワークゲートウェイノードの数を表す。これらは付図Ⅲ－１／ＪＴ－Ｙ１５４１

のネットワークセクションの例に一致している。 

・ ＤＡ、ＤＤ、 ＤＣ及びＤＩは、それぞれＩＰアクセスゲイトウェイ、ディストリビューションノード、コアノ

ードおよびインターネットワークゲートウェイノードの遅延を表す。これらはクラスＸに対する値に対応

している。（例えば、表Ⅲ－１／ＪＴ－Ｙ１５４１） 

 

最大ＩＰＤＶも同様に計算されるかもしれない。 

この計算例として、次のＨＲＰについて考える。このパスはＩＰネットワークの最少数（２）とインターネッ

トワーキングポイントを含んでいる。 

 

 



 

 

TE TE 

ﾈｯﾄﾜｰｸｾｸｼｮﾝ 
ｴﾝﾄﾞ･ｴﾝﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ (ﾍﾞｱﾗ QoS) 

非 IP ﾈｯﾄﾜｰｸ 
ｶｽﾀﾏ装置 

ﾕｰｻﾞ･ﾕｰｻﾞｺﾈｸｼｮﾝ (ﾃﾚｻｰﾋﾞｽ QoS)

TE AG 終端装置 ｱｸｾｽ GW 

LAN LAN 

ＩＰネットワーククラウド 

UNI UNI 

UNI
ﾕｰｻﾞ‐網ｲﾝﾀﾌｪｰｽ 

AG IG IG AG

IG ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸ GW

ﾈｯﾄﾜｰｸｾｸｼｮﾝ 非 IP ﾈｯﾄﾜｰｸ 
ｶｽﾀﾏ装置 

 

付図Ⅲ－３／ＪＴ－Ｙ１５４１ ＱｏＳクラス０のための仮想参照パス 

                    (ITU-T Y.1541) 

 

内部ルーターのコンフィグレーションは、付図Ⅲ－３／ＪＴ－Ｙ１５４１の仮想参照パス（ＨＲＰ）には示さ

れていない。コアとディストリビューションルーターの数は、付表Ⅲ－２／ＪＴ－Ｙ１５４１に示されている。 

 

【仮定】 

１． 使用された距離は、おおよそデイトナビーチとシアトルの間隔である。(合衆国大陸部の対角線距離であ

り、リスボンとモスクワよりも長い。) 

２． アクセスリンクの容量はＴ１であり、その他はＴ１よりも大きい。（例えばＯＣ－３） 

３． 最も大きいパケットサイズは１５００バイトであり、ＶｏＩＰのパケットサイズは２００バイトである。 

４． 非ＩＰネットワークがＮＩとアクセスＧＷの間に必要とされる。 
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付表Ⅲ－２／ＪＴ－Ｙ１５４１ クラス０パスの分析例 

                                                         (ITU-T Y.1541) 

 

要素 
平均 

ＩＰＴＤ 
 

最大 

ＩＰＤＶ

距離 4070km  

経路 5087.5km 25  

 

挿入時間 200 バイト (注 1)  1  

 

非ＩＰネットワーク 1 15  0

 

ＩＰネットワーク 1 個数 各ＩＰＴＤ 各Ｖａｒ 

アクセス, ＮＡ 1 10 10 16 16

ディストリビューション , 

ＮＤ 

1 3 3 3 3

コア, ＮＣ 2 2 (注 2)   4 3 (注 3)  6

インターネットワークゲー

トウェイ, ＮＩ 

1 3 3 3 3

 

ＩＰネットワーク 2 個数 各ＩＰＴＤ 各Ｖａｒ 

アクセス, ＮＡ 1 10 10 16 16

ディストリビューション , 

ＮＤ 

1 3 3 3 3

コア, ＮＣ 4 2 8 3 12

インターネットワークゲー

トウェイ, ＮＩ 

1 3 3 3 3

 

非ＩＰネットワーク 2 15  0

 

合計, ミリ秒 100  62

（注１） １５００バイトの場合は８ミリ秒として計算する。 

（注２） ４（平均ＩＰＴＤ）＝２（個数）×２（各ＩＰＴＤ） 

各ノードの平均ＩＰＴＤは上記のように計算する。 

（注３） ６（最大ＩＰＤＶ）＝２（個数）×３（各Ｖａｒ） 

各ノードの最大ＩＰＤＶは上記のように計算する。 

 

付表Ⅲ－２／ＪＴ－Ｙ１５４１は、ルーターの数及びタイプに関するＨＲＰの構成、距離、さらに全てのＨ

ＲＰ要素による、遅延（ＩＰＴＤ）やゆらぎ（ＩＰＤＶ）への影響を示している。ただし、ここでの最大ＩＰ

ＤＶの計算は非常に悲観的（全てのノードの最悪ケースでの加算と仮定）なものであり、それ故本標準の本文

におけるＩＰＤＶの規定値よりも大きくなっていることに注意すべきである。 
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付図Ⅲ－２／ＪＴ－Ｙ１５４１の仮想参照エンドポイントを使用することにより、エンドポイントの遅延は

以下のようになる。 

 

付表Ⅲ－３／ＪＴ－Ｙ１５４１ エンドポイント遅延分析 

                                                    (ITU-T Y.1541) 

 遅延, ミリ秒 備考 

パケット生成 40 2 フレームサイズに加えて 0 前方分 

ジッタバッファ, 平均 30 60 ミリ秒バッファの半分 

パケット損失補償 10 パケット損失補償 "フレーム"１個分 

  

合計, ミリ秒 80 

 

４０７０ｋｍのユーザ・ユーザ間パスにおける平均遅延の合計は１００＋８０＝１８０ミリ秒となる。 

５０ミリ秒のカスタマ設備（片方向送受信）は、１０ミリ秒のパケット組立て時間と５０ミリ秒のジッタ除

去バッファの時間を保持し得る。クラス０パスのＩＰＴＤとカスタマ設備の遅延は、１５０ミリ秒の片方向の

送話から受話までの伝送時間となり、（Ｇ．１１４のような）ほとんどのアプリケーションの要求を満足する。 

 

 遅延, ミリ秒 備考 

パケット生成 20 2 フレームサイズに加えて 0 前方分 

ジッタ除去バッファ, 平均 25 50 ミリ秒バッファの半分 

パケット損失補償 0 “前方反復”は付加遅延を要求しない 

他の設備 5 

合計, ミリ秒 50 

 

送話から受話までの遅延に対するジッタ除去バッファの寄与は、パケットがそのバッファで費やす平均時間

に基づくものであり、ピークのバッファサイズにおけるものではないことに注意しなければならない。最小転

送遅延で到着したパケットは、同期ストリームとして再生される前にジッタ除去バッファで最大時間待たされ

るだろう。一方で、その逆の最大転送遅延で到着したパケット（これらのパケットはジッタ除去バッファで最

小時間費やす。）も同様な結果になる。このように、ジッタ除去バッファは転送遅延ゆらぎを補正し、パケッ

トが同期再生クロックに従って取出されることを保証する。 

 

Ⅲ.3 エンド・エンドのクラス１の遅延演算例 

クラス１は、より長いパス長や複雑なネットワークパスをサポートするために利用される。上記の付表Ⅲ－

３／ＪＴ－Ｙ１５４１や付表Ⅲ－４／ＪＴ－Ｙ１５４１で示した同じ仮定を用いると、１２０００ｋｍの距離

ではあるが、平均ＩＰＴＤは１５０ミリ秒になり、おおよそＲ値＝８３になる。 

２つ目の例では、中継ＩＰネットワークセクションを１つ加えて合計３つの ＮＳとする。 
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付表Ⅲ－４／ＪＴ－Ｙ１５４１ クラス１パスの計算例 

                                                      (ITU-T Y.1541) 

要素  平均 

ＩＰＴＤ

 最大 

ＩＰＤＶ

距離   

経路 27500 km 138  

 

挿入時間 200 バイト (注 1)  1  

 

非ＩＰネットワーク 1  15  0

 

ＩＰネットワーク 1 個数 各ＩＰＴＤ 各Ｖａｒ 

アクセス, ＮＡ 1 10 10 16 16

ディストリビューション, 

ＮＤ 

1 3 3 3 3

コア, ＮＣ 2 2 (注 2)   4 3 (注 3)  6

インターネットワークＧ

Ｗ, ＮＩ 

1 3 3 3 3

 

ＩＰネットワーク 2 個数 各ＩＰＴＤ 各Ｖａｒ 

ディストリビューション, 

ＮＤ 

2 3 6 3 6

コア, ＮＣ 4 2 8 3 12

インターネットワークＧ

Ｗ, ＮＩ 

2 3 6 3 6

 

ＩＰネットワーク 3 個数 各ＩＰＴＤ 各Ｖａｒ 

アクセス, ＮＡ 1 10 10 16 16

ディストリビューション, 

ＮＤ 

1 3 3 3 3

コア, ＮＣ 4 2 8 3 12

インターネットワークＧ

Ｗ, ＮＩ 

1 3 3 3 3

 

非ＩＰネットワーク 2  15  0

 

合計, ミリ秒  233  86

（注１） １５００バイトの場合は８ミリ秒として計算する。 

（注２） ４（平均ＩＰＴＤ）＝２（個数）×２（各ＩＰＴＤ） 

各ノードの平均ＩＰＴＤは上記のように計算する。 

（注３）  ６（最大ＩＰＤＶ） ＝２（個数）×３（各Ｖａｒ） 

各ノードの最大ＩＰＤＶは上記のように計算する。 
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付表Ⅲ－４／ＪＴ－Ｙ１５４１は、ルーターの数及びタイプに関するＨＲＰの構成、距離、さらに全てのＨ

ＲＰ要素による、遅延（ＩＰＴＤ）やゆらぎ（ＩＰＤＶ）への影響を示している。付表Ⅲ－３／ＪＴ－Ｙ１５

４１の同じ仮定と仮想参照パスエンドポイントを用いると、２７５００ｋｍのユーザ・ユーザ間パスにおける

平均遅延の合計は、２３３＋８０＝３１３ミリ秒となる。 

 

Ⅲ.4 エンド・エンドのクラス４の遅延をサポートするための計算例  

上記の計算の形式に従って、付表Ⅲ－１／ＪＴ－Ｙ１５４１で与えられる遅延の寄与を持つＮＳの数を拡張

する。あるいは、以下のように個々の遅延寄与分を拡張することもできる。 

 

付表Ⅲ－５／ＪＴ－Ｙ１５４１ ルーターの役割によるクラス４遅延寄与 

                                           (ITU-T Y.1541) 

役割  合計遅延の平均  

(キューイング遅延と処理

遅延の合計)  

アクセスゲートウ

ェイ  

200 ミリ秒  

インターネットワ

ーキングゲートウ

ェイ  

64 ミリ秒  

ディストリビュー

ション 

64 ミリ秒  

コア 3 ミリ秒  

 

上の表の値を使うと、27,500km のルート長では、平均の片道遅延は 884 ミリ秒になるだろう。 （付表Ⅲ－

２／ＪＴ－Ｙ１５４１に記述されるようなノード構成でＨＲＰを使用した場合） 

 

Ⅲ.5 ＨＲＰ内での負荷  

各転送リンクがアクティブなパケットによって占められる割合はＨＲＰにおいて考慮されるべき要素のうち

の1つである。 ネットワークが連続的に運用されている時の負荷レベルは別の要素である。  

 

Ⅲ.6 ＨＲＰ内の静止衛星  

静止衛星の使用に関しては、ＨＲＰの検討中にも考慮された。非常に長い地上距離、複数のＩＰノード、中

継ネットワークセクションのいくつかと置き換わるという仮定のもとにおいて、単一の静止衛星がＨＲＰ内で

使用されたとしても、エンド・エンド目標を達成することができる。 

低軌道および中軌道衛星の使用は、これらのＨＲＰに関連しては考慮されなかった。  

パスが衛星を経由している場合、地上局から衛星への仰角が低い場合の影響、低レートのＴＤＭＡシステ

ムの影響、あるいはその両方を考慮するために、この部分に関して 320 ミリ秒のＩＰＴＤを必要とする。 オ

ンボード処理能力を持つ衛星の場合には、オンボード処理とパケットキューイングの遅延を考慮するために

330ミリ秒のＩＰＴＤを必要とする。    

静止衛星を含んでいる大部分のＨＲＰが 400 ミリ秒未満のＩＰＴＤを達成することが期待される。 しかし

ながら、ある場合には 400ミリ秒を超過するかもしれない。対向エリアへ向かう非常に長いパスについては、
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ネットワークプロバイダは、400 ミリ秒の目標を達成する可能性を改善するために追加的に相互合意を行う必

要があるかもしれない。  
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付録 Ⅳ ＩＰパケット遅延変動の計算例 

(参考情報) 

 

本付録は、ＩＰＤＶに対してより厳密な値が規定される場合（つまりＩＰ ＱｏＳ クラス０とクラス１）に、

それらのＩＰ ＱｏＳクラスに対して IPパケット遅延変動（ＩＰＤＶ）を簡単に計算するための資料を提供す

る。 

ここでの計算では、ネットワーク運用者が、ＩＰＤＶ目標が規定されないＱｏＳクラスも含めて、異なるＩ

Ｐ ＱｏＳクラスを提供することを仮定している。このＱｏＳクラスの混在は、遅延変動センシティブフロー

（例えばＱｏＳクラス０とクラス１）と遅延変動インセンシティブフロー（例えばクラス２，３，４，５）と

いう概念の動機づけとなる。さらに、そのようなＱｏＳクラスの混在を提供する運用者は、遅延変動インセン

シティブフローと遅延変動センシティブフローを分けるために合理的な努力を行うことを仮定している。その

ような努力における重要な要素とは、パケットスケジューリング方針、および付加的なトラヒックコントロー

ル方式である。この付録中の計算については、遅延変動センシティブフローのパケットは、遅延変動インセン

シティブフローからのパケットに対して非割り込み優先でスケジューリングされ、これら２つのカテゴリそれ

ぞれの中でのスケジューリングはＦＩＦＯであることを仮定している。 

 

注：この単純な仮定は、単に「計算可能な」モデルに到達するためのものである。 他のパケットスケジュー

リング方針（重み付け公平キューイングのような）あるいはトラヒックコントロール方式が除外されることは

ない。さらに、他のアプローチの性能がこれらの計算のために使用されたアプローチの性能と比較してより良

いか、もしくはあまり悪くは無いことを仮定している。   

 

Ⅳ.1 ＩＰパケット遅延変動の要因 

下記の要素は遅延変動センシティブなパケットに対して、ＩＰパケット遅延変動（ＩＰＤＶ）へ影響を与え

る最も重要な要因として考慮に入れられる。  

 

・ パケット転送の決定（ルーチングルックアップ）のための処理遅延が単一の固定値ではなく、パケット毎

に変化するかもしれないということによる、変動遅延。   

・ パケットが、先に到着した他の遅延変動センシティブなパケットの後ろで待たなければならないというこ

とによる、変動遅延。 

・ パケットが、先に到着してすでに処理中の遅延変動インセンシティブなパケットの処理完了を待たなけれ

ばならないということによる、変動遅延。   
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Ⅳ.2 ＩＰＤＶの上限を確立するためのモデルと計算方法  

Ⅳ.2.1 ルーチングルックアップに起因する遅延変動  

到着するパケットについて、ルーターはＩＰアドレスに基づいてパケットが転送する出力ポートを確立する

必要がある。この転送の決定のために必要な時間は、パケット毎に変化するかもしれない。   

高性能ルーターは、後続のパケットに関するこの処理のスピードアップのために、最近使用されたＩＰアド

レスをキャッシュするかもしれない。その後、フローの全てのパケットは（最初のパケットを除いて）、ルッ

クアップ遅延が短くなり、またそれらパケット間は非常に小さな遅延変動となると予想される。厳密には、最

初のパケットに関する長い遅延時間がＩＰＤＶに影響するが、この最初のパケットの例外的遅延は、それが

「１回だけ」のイベントであることと、相対的に長い期間のフロー（例えばＶｏＩＰフロー）の中でその影響

は消えてしまうため、これらの計算の中で無視される。  

ルーチングルックアップ遅延におけるパケット毎の変動は、各ルーターにおいて数十マイクロ秒以下である

ことが予想される。計算については、変動は１つのルーターあたり３０マイクロ秒未満であると仮定している。 

この遅延要素の分布に関して利用可能な情報はほとんどないので、直列された複数ルーター全体の変動は、

個々の変動の合計と定められる。つまり、統計的影響はこのＩＰＤＶ構成要素に対しては考慮されない。 

 

Ⅳ.2.2 遅延変動センシティブパケットに起因する遅延変動  

遅延変動センシティブパケットは、以前に到着した他の遅延変動センシティブパケットが処理されるのを待

たなければならないだろう（ＦＩＦＯ規律）。個々の遅延変動センシティブフローは、無視できる１ポイント

ＩＰパケット遅延変動を持つパケットの連続フローとしてモデル化される。この、無視できる１ポイントＩＰ

パケット遅延変動は、ＡＴＭセルのＣＢＲストリームに対して使用される「無視できるＣＤＶ」の概念と同等

である。（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｅ．７３６を参照） 

この計算に対しては、全ての遅延変動センシティブなパケットが１５００バイトの固定サイズであることも

仮定している。これは、パケット遅延変動においてこの構成要素の計算のために、良く知られたＭ／Ｄ／１待

ち行列モデル（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｅ．７３６を参照）を適用することを可能にする。固定処理時間は、仮定した

固定パケットサイズ（１５００バイト）およびルーターの出力リンクレートによって決定される。（例えばＳ

ＴＭ－１リンクであれば８０．１３マイクロ秒） 

直列された複数のルーターにまたがる全体の遅延変動の計算方法は、適用可能な場合には異なる出力リンク

レートを考慮に入れて、適切な遅延分布の畳み込みが使用される。下限分位点は０であると仮定し、上限（１

－１０－３）分位点は大偏差原理（特に文献「ＩＦＩＰ」において検討されているような Bahadur-Rao 見積も

り）を使用して正確に近似することができる。 

付図Ⅳ－１／ＪＴ－Ｙ１５４１は、そのような計算の結果を例示する。この図は、遅延変動センシティブト

ラヒックの異なる負荷レベルおよび直列ルーターの経由数に対して、遅延変動センシティブトラヒックの干渉

のみを考えた場合の全体の遅延変動量をいくつかの異なる（１－１０－３）分位点について示したものである。  
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付図Ⅳ－１／ＪＴ－Ｙ１５４１ 遅延変動センシティブトラフィックの異なる負荷レベル、および直列 
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             (ITU-T Y.1541)                        ルーターの経由数に関して、遅延変動センシティブトラフックの影響のみ 

                                                                による全体の遅延変動量をいくつかの異なる（１－１０－３）分位点につい 

て示した図 

 

付図Ⅳ－１／ＪＴ－Ｙ１５４１では、ネットワーク内のすべてのリンクがＳＴＭ－１であり、すべてのリン

クにおいて遅延変動センシティブなフローの負荷レベルが同じであることを想定している。ＳＴＭ－１より高

い伝送能力を持つリンクが 1つ以上存在する場合は、発生するエンド・エンドの遅延はより小さくなり、より

低い伝送能力を持つリンクが 1つ以上存在する場合は、発生するエンド・エンドの遅延はより大きくなる。こ

れらの影響を計算することはできるが(付録Ⅳ．２．４を参照)、付図Ⅳ－１／ＪＴ－Ｙ１５４１に反映するの

は容易ではない。 

遅延変動センシティブなトラヒックと遅延変動インセンシティブなトラヒックの双方が存在するネットワー

ク内では、リンク上での遅延変動センシティブなトラヒックの負荷が５０％を超えないことを想定している。

これは、「音声よりデータが増える」という傾向を反映したものである。このような条件であると付図Ⅳ－１

／ＪＴ－Ｙ１５４１から、パス上のＩＰＤＶに対するこの遅延要素の影響は、パスが２５台という非常に多く

のＳＴＭ－１ルーターを経由しても、２．４８ミリ秒を超えない程度に留まることがわかる。 

 

Ⅳ.2.3 遅延変動インセンシティブなパケットに起因する遅延変動 

到着した遅延変動センシティブなパケットが、先に到着した遅延変動インセンシティブなパケットの処理に

割り込むことはない。したがって、遅延変動センシティブなパケットには、遅延変動インセンシティブなパケ

ットの処理が終わるまで、各ルーターのキューで待たされる可能性がある。 

ここでの計算のために、個々の遅延変動センシティブなパケットは、遅延変動インセンシティブなパケット

に起因するランダムな遅延に遭遇する。この遅延は、対象となる出力リンクレートにおいて、遅延変動インセ
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ンシティブなパケットが０から最大サイズ（１５００バイト）の処理時間の一様分布に従うと仮定する。ＳＴ

Ｍ－１出力リンクにおいて、これは、各ルーター内で０～８０．１３マイクロ秒の一様分布に従う遅延に相当

する。 

必要に応じて出力リンクレート相違を考慮しながら、直列した複数ルーターの全体の遅延変動の集計に、適

切な遅延分布の畳込みが使用できる。下限分位点を０と仮定し、上限分位点（１－１０－３）を正確に計算で

きる。ほとんどの場合、正規（ガウス）分布によってよい概算を得ることができるが、最悪のケースではいず

れの分位点も最小値になる。（１－１０－３）の分位点は（μ＋３．７２σ）にある。 

 

Ⅳ.2.4 遅延変動センシティブなパケットの総遅延変動 

ＨＲＰ上のＩＰＤＶに対する上限は、付録Ⅳ．２．１～付録Ⅳ．２．３の３つの要素の各計算値を合計する

ことで得られる。 

注: このような方法で計算された値は、実際のネットワークでの値より高いことが予想される。以下の

要因に注意する必要がある。 

 

・ ３つの分位点の合計値は、実際の遅延分位点より高くなる。 

・ 遅延変動センシティブなパケット（ＶｏＩＰパケットなど）の実際のサイズは、想定した１５００バ

イトよりもはるかに小さいことが予想される。さらに大半のリンクで、遅延変動センシティブなトラ

ヒックの負荷は、想定値の５０％より小さいことが予想される。したがって、遅延変動センシティブ

なトラヒックの干渉に起因する実際のキューの遅延は計算値より小さいことが予測される。 

・ 遅延変動インセンシティブなパケット（たとえばＴＣＰ ａｃｋ）の実際の分布もまた、想定サイズの

１５００バイトよりもはるかに小さいパケットを含むことが予想される。さらに、大半のリンク上で

合計負荷（遅延変動インセンシティブなトラヒックと遅延変動センシティブなトラヒックの負荷）は

通常、想定値の１００％より小さいことが予測される。したがって、遅延変動インセンシティブなト

ラヒックの干渉に起因する実際のキューイング遅延は計算値より小さいことが予測される。 

 

Ⅳ.3 計算例 

以下の３つの例は、ユーザ対ユーザのＨＲＰに発生するＩＰＤＶの計算を示している（図５－１／ＪＴ－Ｙ

１５４１を参照）。 

 

・ すべてのリンクが比較的高速な例（ＳＴＭ－１レベルかそれ以上）。 

・ 顧客とネットワーク間のリンク、およびネットワークセクション間のリンクが比較的低速な例（Ｅ３

またはＴ３）。 

・ 顧客とネットワーク間のリンクが低速な例（例えば１．５４４メガビット／秒のＴ１）。 

 

Ⅳ.3.1 ＳＴＭ－１リンクの例 

この例では、すべてのリンクがＳＴＭ－１であることを仮定している。ＩＰネットワーククラウド（付図Ⅲ

－１／ＪＴ－Ｙ１５４１を参照）のネットワークインタフェース間のＨＲＰには、１２の経由ルーターが存在

する。したがって、このパスのＩＰＤＶに影響する要素を以下のように計算できる。 

 

・ ルーチングルックアップ遅延変動(付録Ⅳ．２．１を参照)： １２×３０マイクロ秒＝０．３６ミリ秒 

・ 遅延変動センシティブなトラヒックに起因するキューイング遅延変動（５０％の負荷と１２ホップのＳＴ

Ｍ－１の例については付図Ⅳ－１／ＪＴ－Ｙ１５４１を参照）： ≈ １．３６ミリ秒 

・ 遅延変動インセンシティブなトラヒックに起因するキューイング遅延変動（付録Ⅳ．２．３参照）： ≈ ９．
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０１×８０．１３マイクロ秒＝０．７２ミリ秒 

 

したがって、この高速リンクパス上のＩＰＤＶは、２．４４ミリ秒未満であることが予想される。 

 

Ⅳ.3.2 Ｅ３接続リンクの例 

この例では、ユーザ－ネットワーク間リンクと、ネットワークセクション間のリンクがＥ３（３４メガビッ

ト／秒）であることを除いて、他のすべてのリンクがＳＴＭ－１であることを仮定している。ＩＰネットワー

ククラウドのネットワークインタフェース間のＨＲＰ（付図Ⅲ－１／ＪＴ－Ｙ１５４１を参照）には、１２の

経由ルーターが存在し、そのうち２つのホップが低速なＥ３ビットレートの伝送を行う。したがって、このパ

スのＩＰＤＶに影響する要素を以下のように計算できる。 

 

・ ルーチングルックアップ遅延変動(付録Ⅳ．２．１を参照)：１２×３０マイクロ秒＝０．３６ミリ秒 

・ 遅延変動センシティブなトラフィックに起因するキューイング遅延変動(５０％の負荷と１０ホップのＳ

ＴＭ－１、２ホップのＥ３)：≈ ２．９２ミリ秒 

・ 遅延変動インセンシティブなトラヒックに起因するキューイング遅延変動(１０ホップのＳＴＭ－１、２

ホップのＥ３)：≈ １．１９ミリ秒. 

 

したがって、この異なるリンクレートが混在したパス上のＩＰＤＶは、４．４７ミリ秒未満であることが予

想される。 

 

Ⅳ.3.3 低速アクセスリンクの例 

この例では、ユーザ－ネットワーク間リンクが約１．５メガビット／秒のＴ１であることを除いて、他のす

べてのリンクがＳＴＭ－１であることを仮定している。ＩＰネットワーククラウドのネットワークインタフェ

ース間のＨＲＰ（付図Ⅲ－１／ＪＴ－Ｙ１５４１を参照）には、１２のルーターホップが存在し、そのうち１

つのホップが低速なビットレート伝送を行う。この場合、アクセスリンクの影響を個別に計算する。このパス

の高速リンクのＩＰＤＶに影響する要素を以下のように計算できる。 

 

・ ルーチングルックアップ遅延変動（付録Ⅳ．２．１を参照）：１２×３０マイクロ秒＝０．３６ミリ秒 

・ 遅延変動センシティブなトラヒックに起因するキューイング遅延変動（５０％の負荷と１１ホップのＳＴ

Ｍ－１）：≈ １．２９ミリ秒 

・ 遅延変動インセンシティブなトラヒックに起因するキューイング遅延変動（１１ホップのＳＴＭ－１）: 

≈ ８．３６４×８０．１３マイクロ秒＝０．６７ミリ秒 

 

したがって、このパスのコア部分の高速リンクに対するＩＰＤＶは、２．３２ミリ秒未満であることが予想

される。 

アクセスリンクにおける、遅延変動インセンシティブなパケットの干渉に起因する遅延の影響は、遅延変動

センシティブなパケットの処理に先立って２つの１５００バイトパケットが処理されている場合に最大で１５．

６ミリ秒になる（２つのパケットのうちの１つは、遅延変動センシティブなパケットフローの一部であること

も考えられる）。その他の遅延変動センシティブなパケットフローの干渉に起因するＩＰＤＶへの影響は、そ

のフローの数と実際に使用されるパケット長に大きく依存する。 

低速アクセスリンク上の遅延変動センシティブなフローの数とそのフローに関連するパケット長は、エンド

ユーザの選択するアプリケーションによって左右されることに注意する必要がある。低速アクセスリンクが存
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在する状態では、何らかの影響を受けずにネットワークオペレータが、ネットワーク性能の目標に達する厳密

なＩＰＤＶ値を保証することが困難になる場合もある。 

遅延変動センシティブなトラヒックのパケット長が一定であり（各パケットは２０ミリ秒のＴＴＣ標準ＪＴ

－Ｇ７１１符号化音声（付録Ⅲ／ＪＴ－Ｙ１５４１の記述に対応する）を含む）、遅延変動センシティブなト

ラヒックのアクセスリンク占有率が５０％以内の場合、以下のように遅延を計算できる。毎秒５０パケットの

９つの音声フローであり、各パケットのペイロードは１６０バイト、さらに４０バイトのＲＴＰ、ＵＤＰ、Ｉ

Ｐのヘッダ（各合計毎秒８０ キロビット）が追加されるとする。 

 

・ 遅延変動センシティブなトラヒック（負荷が４６．９％、１ホップのＴ１が存在する場合）に起因するキ

ューイング遅延変動は、Ｍ／Ｄ／１キューイングモデルを用いると、アクセスリンク上において比較的小

さい遅延変動センシティブなパケットに起因する遅延への影響が５．１２ミリ秒であることを示す。 

・ 遅延変動インセンシティブなトラヒックに起因するキューイングの遅延変動（１ホップのＴ１）：７．８

１ミリ秒 

 

したがって、アクセスリンク上の遅延変動への影響は計１２．９３ミリ秒であり、すべてを合計すると１５．

２５ミリ秒に達する。この場合、アクセスリンクの影響がＩＰＤＶの支配要因である。 

 

Ⅳ.3.4 計算例のまとめと結論 

上記の計算例では、ネットワークオペレータが遅延変動センシティブなトラヒックと遅延変動インセンシテ

ィブなトラヒックの双方をサポートするために適度に努力する場合に、すべてのリンクが充分に高速（たとえ

ば、ＳＴＭ－１およびＥ３／Ｔ３の混成、またはそれ以上）である長いＨＲＰにおいて、ＩＰＤＶに対する比

較的厳密な値を保証できることを示している。１０ミリ秒程度のＩＰＤＶ値を保証する場合、より低速な（Ｅ

３／Ｔ３）リンクやネットワークセクションを追加できる余地が残ることになる。 

低速リンク（１．５メガビット／秒のＴ１またはＥ１）が存在する場合は、低いＩＰＤＶ値を保証すること

は困難になる。ネットワークオペレータは、遅延変動センシティブなフローの実際の数および遅延変動インセ

ンシティブなパケットの実際のパケット長について、ほとんどあるいは、まったく制御できない。したがって

このケースの場合、ネットワークでなされたＩＰＤＶの保証は、アクセスリンクによって大きく左右される。

そして、付表Ⅲ－１／ＪＴ－Ｙ１５４１に示すように、１０ミリ秒よりも相当に大きいことが必要である。ア

クセスリンクでは、遅延変動センシティブなクラスとして指定されたフローの数と種類がエンドユーザに影響

されるので、結果として得られるＩＰＤＶはエンドユーザの影響を受けることになる。アクセスリンクにかか

る遅延変動センシティブなトラヒックの負荷があまり大きくならず（５０％以下）、その大半のパケット長が

１５００バイト（最大サイズ）と比較して小さいという仮定の下で、１つの低速アクセスリンクにつきさらに

２０ミリ秒を容認することで十分であろう。 
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付録Ⅴ ＩＰ性能測定方法に関する資料 

(参考情報) 

 

本付録では、今後の検討課題である、ＩＰ性能測定方式の開発において考慮すべき重要な問題について述

べる。また、測定性能に関する、トラヒック考慮事項など、被試験セクションの外部条件の影響について記述

する。 

ＩＰ性能測定中は、以下の条件を指定し、制御を行う。 

 

(1) 測定対象となるセクション 

・ エンド・エンドの測定のためのＳＲＣおよびＤＳＴ 

・ 測定するＮＳＥの境界となるＭＰ  

注 性能を表すために、すべてのＭＰ－ＭＰ間またはすべてのＳＲＣ－ＤＳＴ間を測定する必要はな

い。 

(2) 測定期間 

・ 標本を収集する期間 

・ 測定実施時期 

(3) 正確なトラヒック特性 

・ ＳＲＣからトラヒックの提供されるレート 

・ ＳＲＣのトラヒックパターン 

・ ＳＲＣおよびＤＳＴで競合するトラヒック 

・ ＩＰパケットサイズ 

(4) 測定のタイプ 

・ サービス中またはサービス停止中 

・ 能動的または受動的 

(5) 測定データの要約 

・ 平均値、最悪例、経験変位値 

・ 要約期間 

- 短期（例：1分) 

- 長期（例：1時間、1日、1週、1月） 
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付録 Ⅵ ＩＥＴＦ差異化サービス（Ｄｉｆｆｓｅｒｖ）のＩＰ ＱｏＳクラスへの適用可能性 
(参考情報) 

 

本付録は、定義されたＩＰ ＱｏＳクラスに対して、ＩＥＴＦによって定義されたような差異化サービス

（Ｄｉｆｆｓｅｒｖ）の適用可能性について議論する。このＩＥＴＦサービスにおいて、いかなるＱｏＳ目標

値も規定されない。しかし、このサービスモデルは、このサービスユーザが特定のＱｏＳ特性に期待すること

ができるということは規定している。 

図５－１／ＪＴ－Ｙ１５４１のＩＰネットワーククラウドが、Ｄｉｆｆ－ｓｅｒｖ（ＤＳ）地域［ＲＦＣ２

４７４］である場合、ＱｏＳクラスは、その地域のエンド・エンド性能目標を規定する。ＤＳ地域は、１つも

しくはそれ以上のＤＳドメイン（ネットワークセクション）を含み、測定可能なエッジ・エッジサービスレベ

ル規定をもつドメイン毎ビヘイビア（ＰＤＢ）［ＲＦＣ３０８６］に適合するかもしれない。ＰＤＢ規定は、

現在検討中である。ドメイン毎ビヘイビアを構築するために、１つあるいはそれ以上のホップ毎ビヘイビア

（ＰＨＢ）が、他のＤｉｆｆ－ｓｅｒｖツール（例えばトラヒックコンディショナー）と組み合わされるかも

しれない。現在、定義されている差異化サービスのＰＨＢは、確実型フォワーディング（ＡＦ）［ＲＦＣ２５

９７］と急行型フォワーディング（ＥＦ）［ＲＦＣ２５９８］である。ＡＦ規定は、独立して扱うべき４つの

ＡＦクラスのグループを定義している。以下の付表ＶＩ－１／ＪＴ－Ｙ１５４１は、ＪＴ－Ｙ１５４１ＱｏＳ

クラスの関連を示したものである。 

この表は、ＩＰパケット流に対してトラヒックプロファイルが規定されている場合に、全てのＩＰパケット

が、そのプロファイルに属していることを仮定している。 

 

付表Ⅵ－１／ＪＴ－Ｙ１５４１ ＪＴ－Ｙ１５４１ＱｏＳクラスと 

(ITU-T Y.1541)                          差異化サービスの関連付け 

 

ＩＰ転送サービス ＩＰ ＱｏＳクラス 備考 

ベストエフォート 

ＰＤＢ 

クラス５ 

（Ｕクラス） 

低負荷のネットワークで運用されるレガ

シーＩＰサービスは、よいＩＰ ＱｏＳ

のレベルが得られるかもしれない。 

保証型フォワーディング

に基づいたＰＤＢ 

クラス２、３、４ 

 

ＩＰＬＲの目標値は、各ＡＦクラスの第

一優先レベルのＩＰパケットにのみ適用

される。 

ＩＰＴＤとＩＰＤＶは、全てのパケット

に適用される。 

優先型フォワーディング

に基づいたＰＤＢ 

クラス０およびクラス１ 
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付録 VII ユーザが知覚するエンド・エンド通話転送性能へのネットワークＱｏＳの影響 
(参考情報) 

 

本標準では、提示している目標値によって、実際にユーザが知覚するエンド・エンド通話転送性能につい

ては、高い値が達成可能と想定しているが、一方、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｇ．１００シリーズで示されている内容も

考慮すべきである。 

ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｇ．１０７、Ｇ．１０８、Ｇ．１１３、および２つの実装ガイドが付随しているＧ．１１

４は、mouth-to-ear 通話品質の推定値を導くために必要となる重要なドキュメントである。これらの推定値は、

対応するネットワークＱｏＳクラスの値によって達成される。 

勧告Ｇ．１１４は、遅延のエンド・エンド限界値と平均片方向の割当を与えており、他の伝送劣化要因と

は独立している。全体の伝送品質に対する、全ての劣化要因が合わさった影響を考慮する必要性は勧告Ｇ．１

０７、つまりエンド・エンドの伝送計画におけるＩＴＵ－Ｔの推奨方式であり、ＩＴＵ－Ｔ伝送評価モデルで

あるＥ－Ｍｏｄｅｌによって議論されている。勧告Ｇ．１０８は、遅延など様々な劣化要因を含むコネクショ

ンの伝送性能の評価のためモデルの使用に関する詳細例を示している。また勧告Ｇ．１０９は、そのモデルの

伝送評価予測を通話伝送品質のカテゴリに割り当てる。したがって勧告Ｇ．１１４が平均片方向遅延に関する

有益な情報をそれ自身で一パラメータとして与えるに対して、一方のＧ．１０７（および関連するＧ．１０８

ｔｏＧ．１０９）は、他の劣化要因（例えば音声処理による歪みなど）と結合した遅延の影響を評価するため

に使用されるべきである。 

また、勧告Ｇ．１０１（ＩＴＵ－Ｔ伝送計画）と関連する勧告が現在、基本的な改訂を行っている。 
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付録 Ⅸ ＩＰネットワーク上での放送品質デジタルビデオに関する議論 
（参考情報） 

 

表５－１／ＪＴ－Ｙ１５４１に示されているクラスは、転送に関する要求事項が既知のアプリケーションに

ついて広く網羅することを意図している。これらのクラスによってカバーされないアプリケーションの例は、

放送型ビデオ配信、プログラム音声、デジタルシネマ、そして圧縮ＨＤＴＶ伝送などがあり、これらは非常に

低い損失率、また恐らく低ネットワーク遅延が要求されるかもしれない。 

発行に当たっては、極端に要求度が高いユーザコミュニティのために非常に高い転送レートでデジタルビデ

オ転送を行うための、パケット転送性能に関する要求事項を定義するために、さらなる検討が必要である。そ

の際には性能劣化に対して低い耐性を持つアプリケーションを使用する必要がある。 

ビデオサービスフォーラム（ＶＳＦ）ではすでにビデオ転送アプリケーションにおけるテレビジョン品質に

関する要望を収集し始めている。ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｐ．９１１の付録Ｂでは、テレビジョンとマルチメディア転

送品質レベルの例が一連の表に与えられている。ＶＳＦの活動では、ＴＶ１とＴＶ２のカテゴリに関して、幾

つかの特定の例に発展させている。 

 

 


	　　



